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１．背景・目的 

ローカルベンチマーク（以下「ロカベン」という。）については、令和 2 年 12 月に閣議

決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」にて 2024 年度までロカベン認知度・活用

度向上等について示されている。そのためロカベン活用戦略会議を開催し、今後の普及や活

用に向けた取り組み方針について関係者と検討しているが、今年 7 月に開催したロカベン

活用戦略会議にて、ロカベンを活用した SDGs の推進について今後の取り組みの方向性が

示された。  

SDGs については、昨今、国内企業においても考え方が浸透しつつあり、特に大企業にお

いては SDGs に関する具体的な取り組み事例が増加している一方、中堅・中小企業におい

ては中々取り組みが進んでおらず、そもそも十分に SDGs を認知・理解できていない企業

も少なくないといった状況である。  

中小企業庁などにおいて補助金等の各種施策により中小企業の SDGｓに関する取り組

みを推進しているが、支援を受けることが目的化されてしまっているケースも多く、企業の

行動変容を促すためには、そもそも SDGｓとは何かを認識したうえで、自社の活動内容と

結びつけることが肝要である。  

こうした状況を踏まえると、ロカベンは支援機関（金融機関含む）との対話により自社の

経営を見える化するツールであり、中堅・中小企業が主なユーザーであるため、SDGs の取

り組みを推進するうえで重要な役割を果たすといえる。  

このため、ロカベンをどのように活用すれば、中堅・中小企業の意識変革を促し、SDGs 

の取り組みを推進できるか検討し、中堅・中小企業における SDGs の取り組み実態やある

べき姿を把握するとともに、ロカベンツール自体の改修、令和 2 年度策定したロカベンガ

イドブックの改訂など様々な選択肢の中から最適な手段を検討し、必要な措置を講じる必

要がある。  

また、ロカベン公表以降実施している活用実態調査（アンケート）、不動産担保・経営者

保証に依存しない融資である ABL に関する利用動向調査（アンケート）についても継続的

に実施し、実態を把握する必要がある。 
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２．調査概要 

2.1 ローカルベンチマークガイドブック改訂業務 

（１）金融機関ヒアリング 

 事前に企業の SDGs への取り組みに関する金融商品や事業性評価を行っている金融機関

について文献調査等を行った上で選定を行い、5 機関に対してヒアリング取材を行った。 

 

（２）検討会開催 

 ローカルベンチマークガイドブックの改訂を行うために、検討会を全３回実施した。なお、

検討会の会場については新型コロナウイルス感染症対策も含め、オンライン会議形式にて

開催した。 

 

（３）ローカルベンチマークガイドブック改訂版 

 企業編、支援機関編共にローカルベンチマークガイドブックの改訂を行った。全体及び巻

末に SDGs、DX に関する記載を加え、検討会の意見交換に基づき、ガイドブック全体の表

現の修正や追記を行った。 

 

2.2 ABL 調査業務 

（１）背景・目的 

我が国の産業金融においては、依然として銀行貸出を中心とした間接金融のプレゼン

スが大きく、中堅・中小企業への資金供給は、今後も引き続き間接金融を中心として行

われるものと見込まれる。従って、今後も、金融機関等が企業に対し多様な資金調達手

法を提供できるよう、制度環境整備を進め、間接金融の機能強化を図る重要性は極めて

高い。 

こうした状況において、金融機関等が企業に対し多様な資金調達手法を提供できるよ

う、間接金融の機能強化が図られる中で、不動産等の従来型担保に依存せず、企業の事

業収益を審査し、その資産（在庫、売掛債権等）を担保とする「動産・債権担保融資（Asset-

based Lending：ABL）」（以下、「ABL」）の普及促進が図られ、金融機関における取り

組みが普及してきた。 

また、近年では FinTech（フィンテック）を活用した新たな融資手法の実用化が進み、

我が国の金融をとりまく環境は急速に変化しつつある。こうした取り組みの普及状況を

明らかにし、普及の阻害要因となっている実務面・制度面の課題整理、及びその解決の

ための方策を検討することも重要となっている。 

 本調査では、「企業の多様な資金調達手法に関する実態調査」として、ABL ならびに

FinTech を活用した新たな資金調達手法等の利用実態を把握しつつ、その効果や課題を

明らかにすることを目的として、金融機関等へのアンケート調査を実施した。 
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（２）アンケート調査の実施要領 

 

 ・調査名称：企業の多様な資金調達手法に関する実態調査 

 ・調査対象：ABL の貸し手として期待される金融機関 600 社 

 ・調査方法：郵送による送付、郵送及びメールによる回収 

 ・調査期間：2023 年 1 月 25 日（発送）～2023 年 2 月 24 日（回収締切） 

 ・有効回答：480 社（有効回答率：80.0％） 

 

（３）アンケート調査の回答結果 

 金融機関の業態別の回答件数を図表 1 に示す。 

図表 1 回答件数（業態別） 

 

 

３．ローカルベンチマークガイドブック改訂業務 

3.1 SDGs に関する認知度・取り組み状況 

弊社が行った「SDGs に関する企業の意識調査（2022 年）」によると、自社における

SDGs への理解や取り組みについて、「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」企業

は 23.6％となった。「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」

（28.6％）と合計すると『SDGs に積極的』な企業は前回調査(2021 年 6 月)より 12.5 ポイ

ント増の 52.2％と半数以上となった。2020 年調査と比べると、SDGs に積極的な企業は 2

倍以上増加していることがわかる。 

 

2021年 2020年 2019年 2018年

件数(n) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%) 構成比(%)

1 都市銀行､信託銀行 5 1.0 1.1 1.0 1.8 1.8

2 地方銀行 48 10.0 9.3 9.2 7.8 8.9

3 第二地方銀行 27 5.6 5.5 6.6 5.5 6.7

4 信用金庫･信金中央金庫 235 49.0 48.4 46.0 50.1 47.6

5 信用組合 110 22.9 25.2 23.8 23.4 24.0

6 政府系金融機関 4 0.8 1.1 1.3 0.9 0.8

7 系統金融機関 45 9.4 8.7 11.3 8.0 8.7

8 その他の銀行 6 1.3 0.8 1.0 0.9 0.8

9 その他 0 0.0 0.0 0.0 1.4 0.6

全体 480 100 100 100 100 100

※2020年以降、調査対象から「カード会社等（その他）」を除外した。

※2020年以降、調査対象に「労働金庫（系統金融機関）」を加えた。

No. 業態
2022年
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図表 2 SDGs への理解と取り組み1 

 

  

 
1 株式会社帝国データバンク「特別企画: SDGs に関する企業の意識調査（2022 年）」

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220811.pdf 
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規模別にみると、「大企業」では SDGs に積極的な企業が 68.6％で、全体を大幅に上回

った。一方で、「中小企業」では 48.9％、「うち小規模企業」では 42.0％となり、依然とし

て企業規模間で格差が生じている。 

 

図表 3 SDGs に積極的な企業割合（規模・業種別）2 

 

 

SDGs では、2030 年までに達成すべき 17 の目標が設定されている。そこで、17 目標の

なかで現在力を入れている項目を尋ねたところ、働き方改革などを含む『働きがいも経済

成長も』が 31.4％で最も高かった(複数回答、以下同)。同目標は、社内から取り組むこと

ができる「キャリアパスに応じた研修」や「従業員の健康保持・増進」などといった取り

組み方があり、企業にとって取り組みやすい目標であると考えられる。次いで、リサイク

ル活動やエコ商品の生産・使用などを含む『つくる責任つかう責任』(22.9％)、再生可能

エネルギーの利用などを含む『エネルギーをみんなにそしてクリーンに』(22.5％)、およ

び CO2 排出量の少ない原材料の使用などを含む『気候変動に具体的な対策を』が 2 割台

で続いた。 

SDGs の 17 目標のうち、今後最も取り組みたい項目について尋ねたところ、「働きがい

も経済成長も」が 12.6％でトップだった(単一回答)。現在最も力を入れている項目と同様

に最も高く、全項目のなかで唯一 1 割を超えた。次いで、「エネルギーをみんなにそして

クリーンに」(8.3％)や、「気候変動に具体的な対策を」(7.5％)が上位に並んだ。 

 現在力を入れている項目と今後最も取り組みたい項目については、ある程度類似してい

ることがわかる。 

 
2 株式会社帝国データバンク「特別企画: SDGs に関する企業の意識調査（2022 年）」

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220811.pdf 
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図表 4 SDGs17 の目標のうち現在力を入れている項目と今後最も取り組みたい項目3 

 

 

  

 
3 株式会社帝国データバンク「特別企画: SDGs に関する企業の意識調査（2022 年）」

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220811.pdf 
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SDGs17目標のうち、今後最も取り組みたい項目（単一回答）

現在力を入れている目標と今後最も取り組みたい目標
の上位は概ね一致している。
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現在 SDGs 各目標に力を入れている企業に SDGs への取り組みによる効果を尋ねたとこ

ろ、「企業イメージの向上」が 37.2％でトップとなった。また、人材の定着率の向上につ

ながり得る「従業員のモチベーションの向上」（31.4％）も 3 割台となり、企業の見られ方

に関する効果が上位に並んでいる。次いで「経営方針等の明確化」（17.8％）、「採用活動に

おけるプラスの効果」（14.0％）、「取引の拡大（新規開拓含む）」（12.3％）が続いた。 

また、SDGs への取り組みが「売り上げの増加」につながった企業は 11.1％となった。

単なる慈善活動だと思われがちな SDGs をビジネスチャンスとして捉え、実際に売り上げ

の向上につなげた企業も出てきているもようである。 

総じて、SDGs の効果を実感している企業は 66.5％となった。 

 

図表 5 SDGs への取り組みによる効果4 

 

  

 
4 株式会社帝国データバンク「特別企画: SDGs に関する企業の意識調査（2022 年）」

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p220811.pdf 
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3.2 SDGs に取り組む企業への評価・支援事例  

 

（１）金融機関による事例 

①企業の SDGs の取り組みを可視化 

 地域企業の事業を SDGs の視点で対話することにより、SDGs の 17 の目標に資する取り

組みを既に企業が行っているという気づきを与える支援を行っている。数十項目のチェッ

クリストを活用するなど、金融機関職員に高度な専門知識が無くても実施できるよう工夫

しており、地域企業に気づきを与えることで「SDGs 宣言書」を対外的に発信するなど、

SDGs への一歩を踏み出すことに繋がっていることが明らかになった。 

 

②自治体と連携した融資 

 「（３）国・自治体の事例」にて後述しますが、自治体が取り組む「地方創生 SDGs」の

取り組みにおいて、「自治体独自に SDGs に取り組む企業の登録制度」を設けているケース

があり、登録企業に対して金利などの優遇措置を行うサステナブルローンを提供し、SDGs

に取り組む地域企業に対して取り組んでいない企業と差別化した資金供給を行っているこ

とが明らかになった。 

 

③事業性評価の変化 

2014 年 9 月に金融庁が「金融モニタリング基本方針」の中で「事業性評価」という指針

を示して以降、地域金融機関では組織的な事業性評価の取り組みが行われている。地域金融

機関の中には独自の事業性評価シートを作成し、運用しているケースもあるが、近年の

ESG/SDGs といったサステナブル経営を背景に、事業性評価の在り方も時代に応じた形に

変化させている。商流を把握する際に、環境へ負荷が低い製品の調達を確認することや、内

部管理体制において女性活躍の視点を含めるなど、企業の事業性を理解・評価するための項

目に、SDGs の観点を含めていることが明らかになった。 

加えて、カーボンニュートラルの取り組みのように、一部専門性の高い内容については、

外部の専門機関と連携した評価に取り組む金融機関もあることが明らかになった。 

 

（２）信用保証協会の事例 

 信用保証協会においては、「地方創生 SDGs」に取り組む自治体と連携した保証制度や、

SDGs特定社債保証制度など、SDGsに取り組む企業を対象とした優遇策を打ち出すと共に、

金融機関と同様、自治体と連携した取り組みを行っているケースが見られた。 

 

（３）国・自治体の事例 

 内閣府が主導し、「地方創生 SDGs」の取り組みを推進している。2018 年当初は「推進し

ている」と回答した自治体が 10％に満たない状況であったが、2022 年の調査においては
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71％もの自治体が「推進している」と回答しており、地方創生に SDGs の考えを取り込み、

活動している自治体が増加していることがわかる。 

 また、「地方創生 SDGs」に取り組む自治体では、「自治体独自に SDGs に取り組む企業の

登録制度」を設け、自治体のホームページなどで企業名や企業の活動内容を紹介したり、「環

境にやさしい製品づくりを行っている企業を表彰したりといったように、SDGs に取り組む

企業のブランディングの一助となると共に、現段階では SDGs に取り組んでいない企業に

対して、SDGs への取り組みをはじめるきっかけとなるよう、ホームページなどを活用して

PR を推進している。 

 

図表 6 地方創生 SDGs 達成に向けた取り組み状況5 

 

 

 

3.3 金融機関ヒアリング 

企業の SDGs への取り組みに関する金融商品や事業性評価を行っている金融機関に対し

てヒアリング取材を行った。概要は以下の通り。 

 

調査期間：2023 年 1 月 14 日～2023 年 2 月７日 

 
5 自治体 SDGs 推進評価・調査検討会「令和 4 年度 SDGs に関する全国アンケート調査結果」

https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/pdf/00_R4_kekka.pdf 
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調査対象：金融機関 5 機関 

 

調査項目： 取り組みの目的  

取り組みの流れ（仕組み）  

SDGs に関する評価の視点や評価方法  

活用の実績、活用事例  

課題  

その他  

 

 

3.4 検討会の実施 

 ローカルベンチマークガイドブックの改訂を行うために、以下の内容にて検討会を全３

回実施した。なお、検討会の会場については新型コロナウイルス感染症対策も含め、オンラ

イン会議形式にて開催した。 

 

＜検討会メンバー一覧＞ 

【委員】 

 河原 万千子  公認会計士・税理士 

 黒澤 元国   一般社団法人埼玉県商工会議所連合会 広域指導員 

 水野 浩児   追手門学院大学 経営学部長 教授 

 森  俊彦  一般社団法人日本金融人材育成協会 会長 

 森下 勉    有限会社ツトム経営研究所 所長 

渡辺 直    岐阜県信用保証協会 保証業務部 部長 

 

【事務局】 

 経済産業省 経済産業政策局 産業資金課 

 株式会社帝国データバンク プロダクトデザイン部 官公庁ソリューション課 

 

【プレゼンター】 

 金融機関：3 機関 
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図表 7 検討会概要 

回数 日時 主な議題 

第１回 2023 年 2 月 1 日（水） 

9:00-11:00 

１． 開会 

２． 経済産業省趣旨説明 

３． A 銀行様プレゼンテーション 

４． プレゼンに対する質疑応答 

５． 事務局資料説明 

６． 討議 

７． 閉会 

第２回 2023 年 2 月 16 日（木） 

9:00-11:00 

１． 開会 

２． B 銀行様プレゼンテーション 

３． プレゼンに対する質疑応答 

４． C 信用金庫様プレゼンテーション 

５． プレゼンに対する質疑応答 

６． 事務局資料説明 

７． 討議 

８． 閉会 

第３回 2023 年 3 月 10 日（金） 

9:00-11:00 

１． 開会 

２． 事務局資料 説明 

３． 討議 

４． 閉会 
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3.5 ガイドブック改訂版の改訂ポイント 

検討会を経て作成した企業向け、支援機関向けのガイドブックの構成は以下の通り。詳細に

ついては別紙を参照されたい。 

 

図表 8 ローカルベンチマークガイドブック SDGs/DX 対応版 企業編 
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図表 9 企業編ガイドブック 目次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

２．まずはロカベンを準備しましょう 

３．ロカベンはこんなツールです！ 

４．取り組み方法と活用・効果 

（1）ロカベンの効果 

 ①対内的効果 

 ②対外的効果 

（2）取り組み方法 

（3）社内でロカベンに取り組む場合の対話のコツ 

５．ロカベンの構成と内容 

（1）ロカベン構成の特長 

（2）ロカベンに取り組む前に読んでほしい注意点 

（3）非財務  

 ①業務フロー 

 ②商流 

 ③4 つの視点 

（4）財務分析 

 ① 6 つの指標の特徴 

 ②入力方法に関する説明 

（5）まとめ 

（参考）SDGs について 

（参考）DX について 
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図表 10 ローカルベンチマークガイドブック SDGs/DX 対応版 支援機関編 
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図表 11 支援機関編ガイドブック 目次 

 

 

１．はじめに 

２．ロカベンの紹介・主なポイント 

（1）ロカベンが検討された背景 

（2）ロカベンが目指すもの 

（3）ロカベンの全体像 

３．取り組み方法と活用・効果 

（1）取り組み方法 

（2）ロカベンの効果（事例との連動） 

 ①企業における効果 

 ②支援機関における効果 

４．ロカベンの構成と内容 

（1）ロカベン構成の特長 

（2）ロカベンに取り組む前に読んでほしい注意点 

（3）非財務  

 ①業務フロー 

 ②商流 

 ③4 つの視点 

（4）財務分析 

 ① 6 つの指標の特徴 

 ②入力方法に関する説明 

（5）まとめ 

 ①全体の関連性を今一度確認し、現状を整理 

②現状と将来目標のギャップから、課題と対応策を明確化 

５．対話の方法論 

①対話力向上のメリット（ロカベンだけではない） 

②対話の際の心構え 

③対話の方法論 

 方法論 1「非言語（ノンバーバル）コミュニケーション） 

 方法論 2「無条件の肯定的関心」 

 方法論 3「オウム返し」 

 方法論 4「要約、言い換え」 

 方法論 5「Why+4W2H とオープンクエスチョン」 

方法論 6「クローズドクエスチョン」 

   ④対話のトレーニング方法 

   ⑤対話の悪例 

（参考）SDGs について 

（参考）DX について 
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 SDGs/DX 対応版としての改訂ポイントは以下の３点。 

①SDGs/DX の概要、SDGs・DX に取り組む意義等を追加 

 巻末に SDGs/DX の概要、SDGs・DX に取り組む意義等のコンテンツをまとめて記載し

た。初めて取り組む企業でも理解できるよう、ロカベンを取り組む前に最低限知っておいて

欲しい基礎知識の取りまとめをおこなった。 

図表 12 SDGs について 
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図表 13 DX について 
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②SDGs・DX の取り組みのロカベンシートへの解説、記載例 

 既存のロカベンシートへの解説、記載例に SDGs と DX の観点を追加し、具体的にどの

ようにロカベンシートを使えば良いのかイメージしやすいように記載を変更した。 

 

図表 14 業務フローの解説、記載例 
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図表 15 商流の解説、記入例 
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図表 16 ４つの視点 経営者の解説、記入例 
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③支援機関と事業者との対話例 

SDGs・DX の取り組みを聞き出し、気付きを与えるためのポイントとして、自演機関と

事業者の対話例の改訂を行った。 

 

図表 17 差別化ポイントから始まる企業の魅力の発掘例 
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４．ABL 調査業務 

4.1 ABL の融資実績 

図表 18 ABL 融資実績の推移 

 

 

図表 19 ABL 融資実績の推移（業態別）2021 年度 

 

  

48.7
53.0 52.4 50.8 52.1

55.8
60.8

69.7 70.7 66.6
70.5 73.2 73.3 72.9 72.9

50.4
46.1 47.6 48.5 46.3 41.7

36.8

29.4 25.9
27.1

25.0 22.7
25.1 25.2 26.7

0.9 0.9 0.0 0.7 1.6 2.5 2.4 0.9 3.4 6.7 4.5 4.1 1.6 1.9 0.4

0%

50%

100%

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

無回答

これまでに

実績がない

これまでに

実績がある

71.9

80.0

100.0

100.0

81.3

47.3

100.0

42.2

1.0

2.1

26.7

20.0

16.6

50.9

57.8

100.0

0.4

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=480)

都市銀行､信託銀行 (n=5)

地方銀行 (n=48)

第二地方銀行 (n=27)

信用金庫･信金中央金庫 (n=235)

信用組合 (n=110)

政府系金融機関 (n=4)

系統金融機関 (n=45)

その他 (n=6)

2020年度以前から融資実績がある 2021年度中に初めて融資を実施した

これまでに融資実績はない 無回答
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図表 20 ABL 融資実績の推移（業態別）2020 年度 

 

 

図表 21 ABL 融資実績の推移（2008 年度～2021 年度） 
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100.0
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1.7

7.3
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都市銀行､信託銀行 (n=5)

地方銀行 (n=44)

第二地方銀行 (n=26)

信用金庫･信金中央金庫 (n=229)

信用組合 (n=119)

政府系金融機関 (n=5)

系統金融機関 (n=41)

その他 (n=4)

2019年度以前から融資実績がある 2020年度中に初めて融資を実施した

これまでに融資実績はない 無回答
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図表 22 担保種類別（大分類）の ABL 実行件数と実行額 
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実行額（百万円）b.実行額

2020年度

2021年度
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図表 23 業態別の ABL 実行件数と実行額 

 

 

 

 

  

【2021年度】

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

都市銀行､信託銀行 3 79 88,874 1,125 3 68 54,346 799 3 19 64,726 3,407

地方銀行 41 1,565 248,721 159 35 1,256 207,847 165 23 109 42,656 391

第二地方銀行 25 582 105,216 181 22 490 79,489 162 15 42 14,904 355

信用金庫･信金中央金庫 170 1,403 63,525 45 135 989 46,289 47 74 69 7,866 114

信用組合 44 626 19,302 31 37 436 27,554 63 18 3 40 13

政府系金融機関 3 658 9,271 14 3 647 9,146 14 2 11 2,994 272

系統金融機関 15 374 16,651 45 11 365 10,501 29 4 1 700 700

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 301 5,287 551,560 1,599 246 4,251 435,172 1,280 139 254 133,886 5,252

（ABL全体に占める割合） 80.4% 78.9% 4.8% 24.3%

業態

全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件

【2020年度】

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

機関数 件数
実行額

（百万円）

1件あたり

実行額
（百万円）

都市銀行､信託銀行 3 91 82,179 903 3 78 67,005 859 3 18 23,432 1,302

地方銀行 38 2,363 287,457 122 35 1,988 249,682 126 24 71 32,005 451

第二地方銀行 25 622 82,509 133 24 537 65,007 121 12 30 14,016 467

信用金庫･信金中央金庫 172 2,568 106,083 41 142 2,266 85,666 38 78 60 8,589 143

信用組合 53 627 21,976 35 43 422 22,238 53 28 2 2,037 1,019

政府系金融機関 4 1,067 9,669 9 3 1,031 5,880 6 1 11 3,957 360

系統金融機関 14 450 13,604 30 10 436 12,413 28 5 1 200 200

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 309 7,788 603,477 1,273 260 6,758 507,891 1,230 151 193 84,236 3,941

（ABL全体に占める割合） 86.8% 84.2% 2.5% 14.0%

業態

全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件
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図表 24 ABL 融資残高 

 

 

 

 

  

【2021年度】

うちプロパー案件 うちシンジケート案件

（百万円） （百万円）

都市銀行､信託銀行 3 567,047 20.7% 317,238 333,658

地方銀行 40 1,457,617 53.2% 1,186,738 140,842

第二地方銀行 25 389,917 14.2% 299,398 45,959

信用金庫･信金中央金庫 172 313,857 11.5% 242,345 17,824

信用組合 45 156,148 5.7% 154,079 1,364

政府系金融機関 2 36,731 1.3% 34,968 1,763

系統金融機関 16 34,047 1.2% 17,270 4,098

その他 0 0 0.0% 0

合計 303 2,955,363 107.9% 2,252,035 545,508

（ABL全体に占める割合） 76.2% 18.5%

業態 機関数 ABL全体

【2020年度】

うちプロパー案件 うちシンジケート案件

（百万円） （百万円）

都市銀行､信託銀行 3 578,673 21.1% 333,998 283,111

地方銀行 37 1,256,659 45.9% 1,042,321 112,224

第二地方銀行 26 359,838 13.1% 297,950 41,367

信用金庫･信金中央金庫 176 338,708 12.4% 260,594 15,766

信用組合 57 132,536 4.8% 115,376 6,855

政府系金融機関 3 48,391 1.8% 33,401 12,696

系統金融機関 15 23,367 0.9% 18,130 3,386

その他 0 0 0.0% 0 0

合計 317 2,738,171 100.0% 2,101,769 475,405

（ABL全体に占める割合） 76.8% 17.4%

機関数業態 ABL全体
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図表 25 融資先業種別の ABL 融資件数 
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図表 26 融資先規模別の ABL 融資件数 
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図表 27 動産担保種類別（小分類）の融資件数と実行額 

 

  

【2021年度】

工作機械､建設機械 111 7,868

業務用車両 84 1,995

太陽光発電設備 1,679 173,172

その他設備 246 23,453

厨房機器 68 0

医療機器 70 368

OA機器､什器等 69 100

その他の機器 78 700

鉄､非鉄､貴金属 87 4,855

天然素材 2 5

家畜(肉用牛､豚等) 94 14,032

家畜(生産用) 10 1,713

冷凍水産物 14 2,620

その他の原材料 83 7,286

仕掛品 仕掛品 249 5,276

衣料品 17 1,822

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品 21 9,444

酒類 25 968

食品 98 4,521

家電 0 0

DIY用品 0 0

自動車 45 3,729

その他の製品 150 17,919

売掛債権 1,565 72,086

売電債権 1,811 179,655

介護報酬債権 152 8,612

診療報酬請求債権 351 55,794

工事請負代金債権 11 550

電子記録債権 413 1,697

ﾘｰｽ債権/割賦債権 46 27,164

その他の債権 113 58,376

債権

72,086

27,164

58,376

55,794

550

1,697

4,521

17,919

製品

1,822

8,612

3,729

9,444

968

0

0

179,655

2,620

7,286

5,276

原材料

4,855

5

14,032

1,713

機器

0

368

100

700

設備

7,868

1,995

173,172

23,453

担保の種類 実行件数 実行額（百万円）
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【2020年度】

工作機械､建設機械 39 3,879

業務用車両 15 773

太陽光発電設備 2,055 247,118

その他設備 174 12,977

厨房機器 1 14

医療機器 1 31

OA機器､什器等 2 1,496

その他の機器 30 3,595

鉄､非鉄､貴金属 20 4,087

天然素材 5 290

家畜(肉用牛､豚等) 108 13,502

家畜(生産用) 5 562

冷凍水産物 41 8,612

その他の原材料 70 3,339

仕掛品 仕掛品 364 9,418

衣料品 69 8,483

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品 55 8,732

酒類 32 1,593

食品 131 7,286

家電 9 865

DIY用品 1 50

自動車 28 3,533

その他の製品 271 21,163

売掛債権 1,072 76,681

売電債権 2,013 182,642

介護報酬債権 156 9,327

診療報酬請求債権 296 30,796

工事請負代金債権 27 1,694

電子記録債権 1,111 4,807

ﾘｰｽ債権/割賦債権 74 37,748

その他の債権 155 46,740

37,748

46,740

30,796

1,694

4,807

債権

76,681

182,642

9,327

3,533

製品

8,483

8,732

1,593

7,286

21,163

9,418

865

50

原材料

4,087

290

13,502

562

8,612

3,339

機器

14

31

1,496

3,595

設備

3,879

773

247,118

12,977

実行額（百万円）担保の種類 実行件数
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図表 28 動産担保種類別（中分類）の融資実行額の推移 
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図表 29 特定方式別の融資件数と実行額 

  

 

 

 

図表 30 融資期間別の融資件数と実行額 

  

 

 

  

担保の特定方法 実行件数
実行額
（百万円）

実行件数
実行額
（百万円）

特定動産 2,412 160,524 1,882 89,843

流動集合動産 1,575 147,419 1,206 154,757

特定債権 3,090 265,612 2,712 214,808

集合債権 1,413 97,777 1,198 109,785

2020年度 2021年度

2,910

682

289

2,446
2,588

740

537

2,016

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1年未満 1年以上

5年未満

5年以上

10年未満

10年以上

件数 2020年度 2021年度

実行件数
実行額
（百万円）

実行件数
実行額
（百万円）

1年未満 2,910 163,770 2,588 104,554

1年以上5年未満 682 95,877 740 60,190

5年以上10年未満 289 43,262 537 56,373

10年以上 2,446 239,562 2,016 254,560

融資期間
2020年度 2021年度
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図表 31 融資先の信用状況の傾向 

 

 

図表 32 融資先の信用状況の傾向（業態別） 
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図表 33 ABL を実施した融資先の借入状況 

 

 

図表 34 ABL を実施した主な取引先企業レベルのイメージ 
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図表 35 ABL を実施した主な取引先企業レベルのイメージ（業態別） 
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4.2 ABL の実施方針・体制 

図表 36 ABL の実施方針 

 

 

図表 37 ABL 実施方針（業態別） 

 

  



37 

図表 38 今後の ABL 実施方針（ABL 融資実績あり） 

 

 

図表 39 今後の ABL 実施方針（ABL 融資実績なし） 
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図表 40 今後の ABL 実施方針（業態別）2022 年調査 

 

 

図表 41 今後の ABL 実施方針（業態別）2021 年調査 
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図表 42 ABL の取り組みを維持・強化する理由 
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図表 43 ABL に取り組まない、取り組みを縮小する理由 
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図表 44 ABL を縮小、取り組まない理由（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 0 0 7 17 0 7 2

0.0 0.0 0.0 17.9 34.0 0.0 33.3 40.0

0 0 0 6 13 0 2 0

0.0 0.0 0.0 15.4 26.0 0.0 9.5 0.0

0 0 1 7 9 0 8 0

0.0 0.0 100.0 17.9 18.0 0.0 38.1 0.0

0 1 0 14 9 0 6 0

0.0 100.0 0.0 35.9 18.0 0.0 28.6 0.0

0 0 1 2 4 0 2 0

0.0 0.0 100.0 5.1 8.0 0.0 9.5 0.0

0 0 0 3 7 0 3 0

0.0 0.0 0.0 7.7 14.0 0.0 14.3 0.0

0 0 1 8 11 0 5 0

0.0 0.0 100.0 20.5 22.0 0.0 23.8 0.0

0 0 0 26 18 0 8 0

0.0 0.0 0.0 66.7 36.0 0.0 38.1 0.0

0 0 0 11 18 0 3 0

0.0 0.0 0.0 28.2 36.0 0.0 14.3 0.0

0 0 0 3 1 0 2 0

0.0 0.0 0.0 7.7 2.0 0.0 9.5 0.0

0 0 0 3 1 0 2 0

0.0 0.0 0.0 7.7 2.0 0.0 9.5 0.0

0 1 0 10 8 0 4 0

0.0 100.0 0.0 25.6 16.0 0.0 19.0 0.0

0 0 1 5 2 0 0 0

0.0 0.0 100.0 12.8 4.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 2 0 2 0

0.0 0.0 0.0 2.6 4.0 0.0 9.5 0.0

0 0 0 6 7 0 4 0

0.0 0.0 0.0 15.4 14.0 0.0 19.0 0.0

0 0 0 2 4 0 0 0

0.0 0.0 0.0 5.1 8.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 2 5 0 7 1

0.0 0.0 0.0 5.1 10.0 0.0 33.3 20.0

0 0 0 1 11 0 2 3

0.0 0.0 0.0 2.6 22.0 0.0 9.5 60.0

0 1 1 39 50 0 21 5
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※都市銀行・信託銀行、政府系金融機関は該当する金融機関がなかった。

担保物件を処分する際に取引先の協力が得られるか不安だから

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

回答機関数合計

担保物件が散逸してしまうﾘｽｸが大きいから

担保物件を換価する場合のﾘｰｶﾞﾙﾘｽｸが不安だから

ABLについて参考となる情報が少ないから

ABL市場が小さいから

社内規定上､取り組みが困難であるから

その他

処分ﾙｰﾄが確保できないから

ABLの融資の対象となりうる取引先を見つけることが困難だから

取引先が実施したことがないから

評価の為にｺｽﾄがかかりすぎるから

客観的･合理的な評価を得ることが困難だから

譲渡担保と競合する権利関係が不透明だから

担保物件のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに手間がかかるから

社内に評価やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係るﾉｳﾊｳがないから

ABLの推進に当たり､人員を割く余裕がないから

取引先のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ能力が不安だから

登記や契約の手続きが面倒だから
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4.3 ABL の推進に向けた取り組み 

図表 45 ABL 案件発掘時の課題 

 

 

図表 46 ABL 案件発掘時の課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 20 11 118 27 2 8 0

0.0 41.7 40.7 60.5 51.9 50.0 44.4 0.0

0 0 4 33 8 0 1 0

0.0 0.0 14.8 16.9 15.4 0.0 5.6 0.0

0 7 2 34 7 0 2 0

0.0 14.6 7.4 17.4 13.5 0.0 11.1 0.0

1 10 9 54 10 0 0 0

33.3 20.8 33.3 27.7 19.2 0.0 0.0 0.0

2 15 16 97 27 2 8 0

66.7 31.3 59.3 49.7 51.9 50.0 44.4 0.0

0 2 1 20 8 0 3 0

0.0 4.2 3.7 10.3 15.4 0.0 16.7 0.0

0 13 12 83 24 0 7 0

0.0 27.1 44.4 42.6 46.2 0.0 38.9 0.0

0 1 2 36 10 0 3 0

0.0 2.1 7.4 18.5 19.2 0.0 16.7 0.0

0 12 8 35 3 0 0 0

0.0 25.0 29.6 17.9 5.8 0.0 0.0 0.0

2 6 2 5 1 1 0 0

66.7 12.5 7.4 2.6 1.9 25.0 0.0 0.0

0 4 1 10 4 1 1 0

0.0 8.3 3.7 5.1 7.7 25.0 5.6 0.0

3 48 27 195 52 4 18 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

物件の担保としての適性について判断ができないこと

融資対象先の商流が確認できないこと

ABLの融資対象先企業を絞り込めていないこと

ABLに対する企業の認知度が低いこと

回答機関数合計

その他

特になし

資産の管理状態について把握ができていないこと

単独でABLに取り組むのはﾘｽｸが大きいこと

ABLを推進する体制を構築できていないこと

ABL実施の手続き方法が当行内で定まっていないこと

支店の担当者が理解できないこと
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図表 47 担保価値評価時の課題 

 

 

図表 48 担保価値評価時の課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 13 8 71 17 2 4 0

0.0 27.1 29.6 36.6 32.7 50.0 23.5 0.0

0 37 19 151 34 0 10 0

0.0 77.1 70.4 77.8 65.4 0.0 58.8 0.0

0 5 2 13 1 0 0 0

0.0 10.4 7.4 6.7 1.9 0.0 0.0 0.0

1 1 1 5 1 1 1 0

33.3 2.1 3.7 2.6 1.9 25.0 5.9 0.0

1 5 4 21 3 0 0 0

33.3 10.4 14.8 10.8 5.8 0.0 0.0 0.0

3 29 18 39 6 1 4 0

100.0 60.4 66.7 20.1 11.5 25.0 23.5 0.0

2 14 8 18 3 0 1 0

66.7 29.2 29.6 9.3 5.8 0.0 5.9 0.0

0 1 0 2 1 1 1 0

0.0 2.1 0.0 1.0 1.9 25.0 5.9 0.0

0 1 3 18 9 1 2 0

0.0 2.1 11.1 9.3 17.3 25.0 11.8 0.0

3 48 27 194 52 4 17 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

回答機関数合計

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

業界で一般的な評価の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

当行内で評価を内製化できる体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

外部評価会社ごとに評価に関する考え方に違いがあること

外部評価会社の評価業務に要する時間がかかりすぎること

外部評価会社の評価の前提条件や判断過程の当否が判断できないこと

外部評価会社の評価費用が高いこと

外部評価会社の評価額と処分価額との間に大きな乖離が生じうること

その他

特になし
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図表 49 担保設定時の課題 

 

 

図表 50 担保設定時の課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

2 6 2 39 9 0 2 0

66.7 12.8 7.4 20.1 17.3 0.0 11.8 0.0

1 2 2 8 1 0 1 0

33.3 4.3 7.4 4.1 1.9 0.0 5.9 0.0

2 7 9 34 5 2 4 0

66.7 14.9 33.3 17.5 9.6 50.0 23.5 0.0

1 10 5 40 7 1 2 0

33.3 21.3 18.5 20.6 13.5 25.0 11.8 0.0

3 14 8 33 9 1 3 0

100.0 29.8 29.6 17.0 17.3 25.0 17.6 0.0

1 7 5 15 3 0 2 0

33.3 14.9 18.5 7.7 5.8 0.0 11.8 0.0

2 14 14 22 3 2 1 0

66.7 29.8 51.9 11.3 5.8 50.0 5.9 0.0

1 6 5 36 3 1 1 0

33.3 12.8 18.5 18.6 5.8 25.0 5.9 0.0

0 15 14 57 15 1 5 0

0.0 31.9 51.9 29.4 28.8 25.0 29.4 0.0

0 2 0 6 3 0 0 0

0.0 4.3 0.0 3.1 5.8 0.0 0.0 0.0

0 9 2 58 22 0 8 0

0.0 19.1 7.4 29.9 42.3 0.0 47.1 0.0

3 47 27 194 52 4 17 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

債権に譲渡禁止特約が付いていることが多く､これを解除できないこと

債権に抗弁が付いていることが多く､担保取得できないこと

特になし

回答機関数合計

後順位譲渡担保権の取扱いが不明確であること

譲渡担保権者に､動産の保有者としての法的責任が及ぶ可能性があること

動産譲渡登記を具備しても､先に占有改定を受けた譲受人に優先しないこと

対象動産について､前執務日段階で登記がされていないことしか把握できな
いこと

実態に即して登記事項を変更することができないこと

譲渡担保権放棄後の残存物件に対して､管理責任が問われる可能性がある
こと

譲渡登記が信用不安の風評被害を起こす懸念があること

その他
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図表 51 「一般担保として取り扱う」要件としての課題 

 

 

図表 52 「一般担保として取り扱う」要件としての課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

1 4 7 41 10 1 4 0

33.3 8.3 25.9 21.1 19.2 25.0 22.2 0.0

1 19 16 100 21 2 8 0

33.3 39.6 59.3 51.5 40.4 50.0 44.4 0.0

0 17 13 83 20 0 8 0

0.0 35.4 48.1 42.8 38.5 0.0 44.4 0.0

3 37 18 117 25 3 11 0

100.0 77.1 66.7 60.3 48.1 75.0 61.1 0.0

2 13 3 40 7 1 4 0

66.7 27.1 11.1 20.6 13.5 25.0 22.2 0.0

1 6 7 46 15 1 3 0

33.3 12.5 25.9 23.7 28.8 25.0 16.7 0.0

0 8 6 55 15 1 4 0

0.0 16.7 22.2 28.4 28.8 25.0 22.2 0.0

0 15 12 49 8 1 3 0

0.0 31.3 44.4 25.3 15.4 25.0 16.7 0.0

1 18 10 42 7 0 3 0

33.3 37.5 37.0 21.6 13.5 0.0 16.7 0.0

0 1 0 0 1 0 0 0

0.0 2.1 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0

0 2 1 16 7 1 1 0

0.0 4.2 3.7 8.2 13.5 25.0 5.6 0.0

3 48 27 194 52 4 18 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

動産の対抗要件を適切に具備すること

動産の数量･品質等を継続的にﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞすること

客観性･合理性のある方法による動産の評価を実際に実施すること

動産につき適切な換価手段を確保すること

動産の性質に応じて実行時の適切な手続きをあらかじめ確立しておくこと

債権の対抗要件を適切に具備すること

債権に関し､第三債務者の信用力判断に必要となる情報を随時入手できる状
態にすること

債権に関し､第三債務者の財務状況に関する継続的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施すること

債権に関し､貸倒率を合理的に算定すること

その他

特になし

回答機関数合計
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図表 53 ABL の管理・モニタリングに関する課題 

 

 

図表 54 ABL の管理・モニタリングに関する課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

1 16 7 48 15 1 3 0

33.3 33.3 25.9 24.7 28.8 25.0 17.6 0.0

0 14 9 125 26 1 11 0

0.0 29.2 33.3 64.4 50.0 25.0 64.7 0.0

3 26 17 88 19 3 4 0

100.0 54.2 63.0 45.4 36.5 75.0 23.5 0.0

0 4 6 39 6 0 0 0

0.0 8.3 22.2 20.1 11.5 0.0 0.0 0.0

3 31 20 100 18 3 8 0

100.0 64.6 74.1 51.5 34.6 75.0 47.1 0.0

0 1 1 3 1 0 0 0

0.0 2.1 3.7 1.5 1.9 0.0 0.0 0.0

2 17 13 25 7 1 4 0

66.7 35.4 48.1 12.9 13.5 25.0 23.5 0.0

0 0 0 5 1 0 0 0

0.0 0.0 0.0 2.6 1.9 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 1 13 10 0 1 0

0.0 2.1 3.7 6.7 19.2 0.0 5.9 0.0

3 48 27 194 52 4 17 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

業界で一般的な管理の手法･ﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

当行の体制･ﾉｳﾊｳが確立されていないこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社を活用したいが､問い合わせ先がわからないこと

その他

特になし

回答機関数合計

管理業務に時間･手間がかかりすぎること

当行の担保資産の管理ｼｽﾃﾑの改修が必要であること

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの業務負荷が大きいこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社との連携がうまくいかないこと

外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ会社への依頼費用が高いこと
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図表 55 担保物件の換価処分に関する課題 

 
 

図表 56 担保物件の換価処分に関する課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 1 2 33 9 0 2 0

0.0 2.1 7.4 17.1 17.3 0.0 11.8 0.0

3 23 17 87 16 2 6 0

100.0 47.9 63.0 45.1 30.8 50.0 35.3 0.0

2 31 16 128 32 2 7 0

66.7 64.6 59.3 66.3 61.5 50.0 41.2 0.0

1 25 12 76 16 4 9 0

33.3 52.1 44.4 39.4 30.8 100.0 52.9 0.0

1 18 9 66 12 1 8 0

33.3 37.5 33.3 34.2 23.1 25.0 47.1 0.0

3 12 7 31 4 1 4 0

100.0 25.0 25.9 16.1 7.7 25.0 23.5 0.0

2 12 5 42 7 3 2 0

66.7 25.0 18.5 21.8 13.5 75.0 11.8 0.0

1 3 0 9 2 0 2 0

33.3 6.3 0.0 4.7 3.8 0.0 11.8 0.0

2 13 4 24 5 1 1 0

66.7 27.1 14.8 12.4 9.6 25.0 5.9 0.0

2 0 0 6 1 0 1 0

66.7 0.0 0.0 3.1 1.9 0.0 5.9 0.0

0 1 1 3 0 0 0 0

0.0 2.1 3.7 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 2 11 8 0 2 0

0.0 0.0 7.4 5.7 15.4 0.0 11.8 0.0

3 48 27 193 52 4 17 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

取引先による処分先の紹介や処分への協力が不十分であること

取引先が勝手に処分をしてしまう可能性が高く､事前に止めることが
困難であること

処分業務のﾌﾟﾛｾｽが確立されていないこと

適切な処分業者を見つけるのが困難であること

処分に時間を要すること

処分価額が評価額に比べて低すぎること

回答機関数合計

特になし

処分に要するｺｽﾄが大きいこと

優越的地位の濫用などで当行の評判が悪化しかねないこと

換価処分により取引先の風評悪化を招いたり､破綻の引き金となる
恐れがあること

ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝを組成する場合に､参加金融機関間で利害が衝突し
やすいこと

その他
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図表 57 ABL で譲渡担保を用いる場合の後順位譲渡担保権 

 

 

図表 58 ABL で譲渡担保を用いる場合の後順位譲渡担保権（業態別） 
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図表 59 対抗要件を具備する場合の方法:特定動産 

 

 

図表 60 対抗要件を具備する場合の方法:特定動産（業態別） 
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図表 61 対抗要件を具備する場合の方法:集合動産 

 

 

図表 62 対抗要件を具備する場合の方法:集合動産（業態別） 
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図表 63 対抗要件を具備する場合の方法:特定債権 

 

 

図表 64 対抗要件を具備する場合の方法:特定債権（業態別） 
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図表 65 対抗要件を具備する場合の方法:集合債権 

 
 

図表 66 対抗要件を具備する場合の方法:集合債権（業態別） 
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図表 67 譲渡登記制度の課題 

 

 

図表 68 譲渡登記制度の課題（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 23 11 85 26 1 4 0

0.0 48.9 44.0 47.0 56.5 25.0 25.0 0.0

1 16 11 45 6 1 4 0

33.3 34.0 44.0 24.9 13.0 25.0 25.0 0.0

1 18 9 40 5 1 3 0

33.3 38.3 36.0 22.1 10.9 25.0 18.8 0.0

1 18 15 61 13 1 6 0

33.3 38.3 60.0 33.7 28.3 25.0 37.5 0.0

1 4 2 37 8 0 3 0

33.3 8.5 8.0 20.4 17.4 0.0 18.8 0.0

0 12 4 25 12 1 1 0

0.0 25.5 16.0 13.8 26.1 25.0 6.3 0.0

0 5 1 19 3 1 5 0

0.0 10.6 4.0 10.5 6.5 25.0 31.3 0.0

3 47 25 181 46 4 16 0
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

※その他は該当する金融機関がなかった。

上段：回答機関数

下段：割合（%） 

自然人を対象としたものについて登記ができない

場所の変更登記ができない

回答機関数合計

商号変更や合併等の場合の変更登記ができない

記載内容が固定的である

登記事項証明書の即日発行ができない

ｵﾝﾗｲﾝ申請の利便性が悪く､現実にｵﾝﾗｲﾝ申請を利用できるｹｰｽが
限られている

その他
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図表 69 事業成長担保権が ABL への取り組みスタンスに与える影響 

 

 

図表 70 事業成長担保権が ABL への取り組みスタンスに与える影響（業態別） 
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図表 71 事業成長担保権の利用予定 

 

 

図表 72 事業成長担保権の利用予定（業態別） 
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4.4 ローカルベンチマークについて 

図表 73 ローカルベンチマークの認知度 

 

 

図表 74 ローカルベンチマークの認知度（業態別） 

 

 

図表 75 ローカルベンチマークの活用状況 
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図表 76 ローカルベンチマークの活用開始時期 

 
 

図表 77 ローカルベンチマークの活用状況：双方活用（件数別） 

 

 

図表 78 ローカルベンチマークの活用状況：財務のみ活用（件数別） 
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図表 79 ローカルベンチマークの活用状況：非財務のみ活用（件数別） 

 

 

図表 80 ローカルベンチマークの活用状況（業態別） 2022 年調査 
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図表 81 ローカルベンチマークの活用状況（業態別） 2021 年調査 

 

 

図表 82 ローカルベンチマークの活用目的 

 

  

24.5

17.1

38.5

31.7

15.2

7.1

10.2

12.2

7.7

10.3

13.3

2.5

2.4

7.7

2.7

1.0

20.0

10.2

2.4

11.5

12.5

9.5

20.0

3.6

52.7

100.0

65.9

34.6

42.9

61.0

60.0

89.3

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=433)

都市銀行､信託銀行 (n=3)

地方銀行 (n=41)

第二地方銀行 (n=26)

信用金庫･信金中央金庫 (n=224)

信用組合 (n=105)

政府系金融機関 (n=5)

系統金融機関 (n=28)

その他 (n=1)

財務ｼｰﾄ･非財務ｼｰﾄの双方を活用している 財務ｼｰﾄのみ活用している

非財務ｼｰﾄのみ活用している 活用を検討している

活用しない
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図表 83 ローカルベンチマークの活用パート 

 

 

図表 84 ローカルベンチマークの活用方法 

 
 

図表 85 ローカルベンチマークの支援機関との共有 
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図表 86 ローカルベンチマークを活用後の顧客企業の効果 
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図表 87 ローカルベンチマークを活用後の支援機関の効果 
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図表 88 ローカルベンチマークを活用しない理由 
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図表 89 ローカルベンチマーク活用したいと思う制度やツール等 
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図表 90 ローカルベンチマークの活用方法に関する課題 

 

 

図表 91 ローカルベンチマークの認知度や普及に関する課題 
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図表 92 ローカルベンチマークを活用する人材に関する課題 

 

 

図表 93 経営力再構築伴走支援の認識･理解､実践状況 

 

 

図表 94 伴走支援を実践する際のﾛｰｶﾙﾍﾞﾝﾁﾏｰｸの活用有無 
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4.5 FinTech（フィンテック）の融資・審査への活用 

図表 95 FinTech の融資･審査への活用に向けた取り組み 

 

 

図表 96 FinTech の融資･審査への活用に向けた取り組み（業態別） 

 

  



68 

図表 97 FinTech の融資･審査への活用に向けた取り組みの実施体制 

 

 

図表 98 FinTech(フィンテック)の融資・審査への活用状況 
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図表 99 FinTech の融資･審査への活用においての課題 
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図表 100 FinTech の融資･審査への活用で期待する効果 

 

 

図表 101 FinTech の融資･審査への活用で期待する効果（業態別） 

 

  

取り組みを予定していない、縮小する理由
都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

2 16 8 67 22 2 11 2

66.7 36.4 38.1 41.6 42.3 50.0 61.1 100.0

3 34 19 123 41 4 16 2

100.0 77.3 90.5 76.4 78.8 100.0 88.9 100.0

1 7 3 29 5 0 3 0

33.3 15.9 14.3 18.0 9.6 0.0 16.7 0.0

0 17 7 76 16 3 10 1

0.0 38.6 33.3 47.2 30.8 75.0 55.6 50.0

2 23 11 32 16 1 4 1

66.7 52.3 52.4 19.9 30.8 25.0 22.2 50.0

0 3 3 12 9 0 2 0

0.0 6.8 14.3 7.5 17.3 0.0 11.1 0.0

0 5 3 13 2 0 0 0

0.0 11.4 14.3 8.1 3.8 0.0 0.0 0.0

1 11 1 39 8 2 1 0

33.3 25.0 4.8 24.2 15.4 50.0 5.6 0.0

0 0 2 17 4 0 0 0

0.0 0.0 9.5 10.6 7.7 0.0 0.0 0.0

0 1 0 5 1 0 1 0

0.0 2.3 0.0 3.1 1.9 0.0 5.6 0.0

0 2 0 1 1 0 1 0

0.0 4.5 0.0 0.6 1.9 0.0 5.6 0.0

3 44 21 161 52 4 18 2
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

回答機関数合計

役務収益の増加

その他

融資取引の新規顧客開拓(小規模案件)

融資取引の新規顧客開拓(無担保､無保証案件)

既存の融資先に対する追加融資

事業性評価への活用

貸出金利回りの改善

融資後の業況確認の精緻化

融資後の業況確認の効率化

融資判断の精緻化

融資に至る時間の短縮

上段：回答機関数

下段：割合（%） 
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図表 102 FinTech の融資･審査を検討しない理由 
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5．参考資料 

5.1 ABL 調査票 
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